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1.活 魚 市 場 の 推 移
長崎 県沿 岸鮮 魚貝 流通 でしめ る活 魚取 引は,商 人市場 の伸 長 と漁協 出荷市場 の停滞が最 近の傾向であ る
(表1)。 活 魚買付 が39年 以降4倍 の 伸長をし めしてい るのに たいして,漁 協出荷 量では停滞 してい る。
表1.活 魚取 扱量の伸 び率
直 送 買 付 特 約
海 区 別44/3947/4447/3944/3947/4447/3944/3947/4447/39
対 馬O.660。220.140.740.720.531.210。550.66





県 大 村 湾 … 一'● ・ 一 『0・88
橘 湾31.750.247.630.83…487.000.1152.00南
有 明 海4.450.713.182.170.380.831.250.931.17部
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海＼ 39 44 47 39 44 47 39　44 47 39 44 47 39 44 47
対　馬 6．5 4．1 0．8 14．7 4．9 1．9 33，733．2 20．5 6．8 23．9 37．4 16．1 32．4 14．7
県
壱　岐 1．6 20．1 0．7 一 一 一 5．2　12，2 11．4 15．0 1．9 一 6．9 9．0 3．1
北
県　北 64．8 3．0 21．4 60．6 78．2 88．8 14．3　14．0 18．3 43．0 4．5 3．7 41．2 20．6 36．5
部
五　島 9．0 17．0 64．4 8．5 1．9 6．6 16．4　10，9 19．8 22．2 43．2 28．6 15．6 19．3 27．4
計 81．9 44；2 87．4 83．8 85．0 97．3 69．7　70．4 70．0 87．0 73．5 69．7 79．8 68．0 81．7
西彼杵 13．6 29．8 6．0 3．7 5．8 2．1 7．2　9．5 8．2 10．4 8．6 14．0 9．5 13．2 7．3
大村湾 0．5 一 一 一 一 一 17，0　一 13．7 一 11．6 一 5．6 3．1 3．5
県
橘湾 0．3 10．4 2．3 7．5 2．8 一 0　13．8 1．7 0．2 1．9 7．1 0．9 7．9 2．6南
有明海 1．4 6．0 4．0 2．8 2．7 0．6 0．1　6．2 6．5 2．4 4．5 9．2 3．3 5．1 4．8
部
泉水海 2．2 9．6 0．2 2．3 3．7 0．1 0．1　一 一 一 一 『 0．8 2．8 0．1
計 18ユ 55．8 12．6 16．2 15．0 2．7 30．3　29．6 30．0 13．0 26．5 30．3 20．2 32．0 18．3





海区別 直　送 上　場　　買　付 特　約 共　販 計
対　馬 1 一　　　　4 36 59 100
県 壱　岐 4 21　　　　一 75 一 100
北 県　北 12 2　　　71 13 2 100
部 五　島 50 一　　　　7 19 24 100
計 22 2　　　35 22 19 100
西彼杵 17 2　　　　9 28 44 100
県 大村湾 一 100 一 100
橘　湾 9 55　　　　一 7 29 100
南
有明海 15 13　　　　3 30 38 100
部 泉水海 75 一　　　25 一 一 100
計 12 18　　　　4 35 32 100










タ イ ブリ・ヒラス カレイ・ヒラメ アワビ
海区別 共販　特約 上場　計 共販特約 上場　計 共販特約 上場　計 共販特約
対　馬 35．2　64．8 一　100．0 74，8　25．2 一　100．0 一　100．0 一　100．0 94。9　5．1
県 壱　岐 一　10α0 一　100．0 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿ 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿ ｝　100．0
北 県　北 20。2　79．7 一　100．0 一　100．0 一　100．0 15．5　84．5 一　100．0 23．5　73．8
部 五　島 100．0　一 一　100．0 48．9　51．1 一　100．0 一　100．0 一　100．0 一　100．0
計 35．2　64．8 一　100．0 61．0　39．0 一　100．0 7．6　92．4 一　100．0 56．1　43．4
西彼杵 96．9　一 3．1100．0 87．4　　一 12．6100．0 100．0100．0 16．1　78．7
県 大村湾 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿ ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿ 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
橘’ p 2．3　69．2 28．5100．0 100．0　一 一　100．0 24．6　8．3 67．1100．0 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
南
有明海 8．0　91．3 0．7100．0 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿ 78．7　21．3 一　100．0 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
部 泉水海 ｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝ 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　『 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
計 48．2　46．3 5．6100．0 90．2　一 a8100．0 62．1　17．2 20．7100．0 16．1　78．7
合　計 41．6　55．7 2．7100．0 61．8　37。9 0．3100．0 35．6　53．7 10．7100．0 54．5　44．9
「一一
サ ザ　エ イ　　セ エ　　ビ 車　工 ビ　類
上場　計 共販　特約 上場　計 共販　特約 上場　計 共販　特約 上場　計
一　100．0 16、7　83．3 一　10α0 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一　100．0 一　100．0 一　10α0 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 『　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
2．7　100．0 18．0　82．0 一　100．0 一　100．0 一　100．0 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝ ｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一　100．0 一　100．0 一　100．0 53．4　46．6 一　100．0 ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
0．4　100．0 13．3　86。7 一　100．0 42．3　57．7 一　100．0 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
52　100．0 33．4　63．2 3．3100．0
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝ 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝ 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 ｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝ 44．7　5．0 50．3100．0 19．5　9．3 71．2100．0
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿ 69．0　17．2 13．8100．0
一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一 一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
5．2　100，0 35．2　54．3 10．5100．0 50．2　14．2 35．6100．0














































































































































合　計 一 一 1αユ010α0 13．6　　1　34　　　　5．1　　　0．1 12．3　6．6 2．3 1．3 45．2100．0
表7．　魚種別活魚取扱比率（魚市場上場取引）
養　殖 物 天 然 物
海区別






































































































































































合　計 一 100．0 一 100．0 3．1 q4　4．7　0．2 0．8 一 1．0 15．4　74．5100．0
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表8）　魚種別活魚取扱比率（漁協共販）
















































































































































自 家　加 工 加 工　向　上　場
海区別 39 44 47 39 44 47
対　馬 19，873 16，056 10，377 717 771 713
県 壱　岐 749 571 703 480 159 270
北 県　北 9，198 6，578 6，289 2，141 885 1，117
部 五　島 4，385 1，049 179 1，815 1，745 422
計 34，204 24，254 17，54ゲ 5，153 3，559 2，522
西彼杵 1，222 617 424 3，511 152 7
県 大村湾 ｝ 12 一 一 一 一
橘　湾 9，108 9，437 2，810 1β21 一 一
南
有明海 1 『 一 ｝ 一 『
部 泉水海 3 41 40 一 ｝ 一
計 10，334 10，107 3，274 4，832 152 7
△
口 計 44，538 34，360 20，821 9，985 3，711 2，528
修正合計 44，538 34，360 21，206 9，985 10，875 2，528
一
加 工　買 付 加 工　向　計
39 44 47 39 44 47
1，195 297 558 21，785 17，124 11，648
｛ 一 一 1，229 730 973
一 28 一 11，339 7，491 7，406
2 一 ｝ 6，202 2，794 601
1，197 325 558 40，554 28，138 20，627
1，947 2 一 6，680 771 431
『 一 一 一 12 一
90 一 一 10，519 9，437 2，810
170 一 一 171 一 『
一 一
1 3 41 41
2，207 2 1 17，373 10，261 3，282
3，404 327 559 57，927 38，398 23，908
3，404 7，910 6，755 57，927 54，146 34，348
1
表10．　総水揚量にしめる加工原魚の比率
海区別 39 44 47
対　馬 68．0 48．3 46．1
県 壱　岐 14．5 6．7 7．3
北 県　北 36．1 24．8 23．9
部 五島 24．7 10．3 2．1
計 41．8 27ユ 21．1
西彼杵 54ユ 10．5 3．7
県 大村湾 一 α4 一
橘　湾 61．1 59．5 16．7
南
有明海 5．5 一 一
部 泉水海 α1 0．4 0．7
計 45．7 27．3 8．1
合 計 42．9 27．2 17．3
102 青塚：特殊商品市場の動向（沿岸鮮魚貝市場の実態5）
表11．　加工向原魚取引量の伸び率




























































































スルメ 煮　干 スルメ／スルメイカ 煮干／タレ
42 100 100 16．7 24．7
43 112 122 14．2 22．7
44 97 89 15．3 24．8
45 55 61 13．8 19．4
46
47
40
54
64
72
1　5．1
1　7．　1
1　6．9
1　6．　6
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スルメは42年よりむしろ増加しており，ただ煮干は44年と対比すると飼料向けの伸びから比率はやや低下傾
向である。
　以上のような主要水産製品市場の動向をみると，イカの鮮魚向やタレの飼料向の傾向は今後も存続するで
あろうが，それが急激ec加工の減少をひき起すとは考えられない。むしろ対馬では，日本海出漁の増加が続
く限り・地元水揚の減少と加工化の進展がみられるであろうし・ただ煮干生産は環境変化による魚体組成の：
利な魚体組成ecある。
　　（2）野母崎漁協の煮干白魚入札市場
　野母崎漁協所属巻網は，樺島2統，脇岬2一統，野母1統の計5統で，煮干加工業者は野母17人，樺島22人，
脇役には加工業者はいない。煮干加工業者の主対象は，勿論地元水揚のタレecよる煮干加工であるが，9月
から5月までのタレ閑漁期はサバ節原料生産が主である。原料は大型巻網の五島西沖小サバが80％，残りは
ムロアジである。サバの購入先は，90％が長崎魚市（漁協が入札権加工業者7～8人が入札し漁協トラッ
クで搬入），残りは唐津福岡市場仲買からの買付であそ
　さて煮干加工原料は，地元船水揚が主体であるが，とく｛c　5－6月の盛漁期中心ec，県外巻網船の野母へ
の搬入がある。現在瀬戸，三重船が県外船の50％，土井首，深堀船が50％で，搬入物の90％はタレである。
深堀船は全量タレで周年搬入であるが，三重船はアジが主体のため5－6月のみの搬入である。これらの搬
入船はのちにのべる野母の朝ゼリのみに参加し，ヨイの物（夕方以後の水揚吻）や夜中の水揚はない。ヨィ
の物以後は地元船水揚で加工能力が限界にくるのが通常で，地元巻網優先となっている。
　ところで，地元巻網船5統のうち，脇岬船は地元加工がないため樺島，野母加工ec　1統つつ水揚し，結局，
樺島は22人の加工業者にたいして3統，野母は17人にたいして2統の水揚である。然し加工能力は，野母の
場合17人で1日平均1，700杯（1杯15K入），最高で雨天で2，000杯，　晴天で3，000杯の能力があるのに
たいして・樺島は小規模のため22人でほぼ同一熊力である・したがって員外搬入船のセリは，加工能力に余
裕のある野母にのみ水揚される。それもバラケ（夜明以後水揚分）入札に限られる。
　野母崎のタレ取引方法は，委託方式（相対であるが46年6月から委託加工値決基準が協定され製品価格に
よる加工賃二加工益したがって原料価格が製品：K価格149円から307円までの55段階にランクずけされてい
る）と，入札方法の二種に分れている。地元船水揚の40％が委託でセリは60％であるが，セリにはこれに員
外船のバラケが加わるから，総量ではセリが80％程度となると思われる。
　ヨィの物は樺島は夜9時まで野母は10時までの入港分（地元船のみ）はセリ取引であるが，樺島では梅雨
前後の大量水揚のときは8時頃にセリが終る。結局野母は加工能力が所属巻網船にたいして余裕があるから，
樺島よりも買付に余裕がある。
　それ以後の夜中物は，加工業者にたいして割当による委託加工方式となる。そして夜明以後は協定によっ
て委託は禁止され，すべてセリ入札に移行する。すなわち，梅雨前後の大量水揚時には，ヨィの物で加工能
力は限界に近く，したがって員外船の水揚取引も行なわれない。夜中物の消化は，セリecよっては価格下落
を招くため，協定基準による割当方式となるのである。この方式には，網元中心ではあるが地元船団と加工
業者のッナガリ的共存方式が見うけられる。
　委託方式は，1ケ統が親族，知人を中心に5人程度の加工業者と契約しており，樺i島は22人中80％が，野
母は17人中70％がこの委託方式をとり，残りの加工業者は参加していない。一応ヨィの物以後は，魚体が摂
餌のため腹割れが多い不良製品の可能性が多く，また大量水揚の際は，ダンブル（船倉）の下部は一層この
危険があるため，割当方式は必ずしも加工業者には有利ではない。したがって，血縁，地縁関係による相互
依存関係によって委託分式が可能となるのである。他面梅雨以後の少量水揚時には，原料確保の手段ともな
るという関係にあることを注目すべきである。一般にヨイの物以後は，原料確保の点から網元のペースで取
引される傾向があり，とくに最近の水揚減や野母のように地元船にたいしては加工能力過剰にあるような場
合はその傾向が強い。
　これにたいして，夜明け以後の水揚（バラケ）は，とくに梅雨時にはほぼ加工能力の限界にあるのである
から加工業者ペースとなり，全量入札制をとっている。員外船のバラケの水揚が許されるのも，いわば地元
船の処理が一応完了した以後であるからである。さらに加工業者側にとっても，ヨィの物以後の加工業によ
ってすでに作業能力が限界にあるし，バラケの引とりはその加工能力や労働力事情によってのみ可能という
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条件がある。ただバラの場合は，ヨィの物と異なり魚体の腹切れがなく良製品原料となるという加工業者に
とっての利点もある。
　いずれecしても，バラケは野母では夏6時，秋6時30分から，樺島では夏5時30分，秋6時30分からセリ
入札となる。セリは野母，樺島の野母崎漁協支所で別箇に行なわれる。
　セリ方法は樺島と野母では若干異なっている。まず樺島では，43年11月のタレ終漁期までは定量入札方式
を採用していた。この方法は次のようである。運搬船（母船）のダンブル（船倉）は3つに仕切られている
が，通常は1ダンプルに砕氷，2ダンブルにタレを水揚してくる。大量水揚の際は3ダンブルともタレを満
船してくる。加工業者は，1ダンブルを1隻の船とみなして入札を行う，ダンブル別セリ方式である。ただ
当時は定量制であるから1人50杯に落札量の上限を制限していた。その理由は，全加工業者に平等に原魚確
保ができることにあり，ダンブル別入札方式と同様の趣旨である。
　ダンブル別入札方法では，1ダンブルを1隻の母船とみなして，ダンブル毎に入札を行う方法である。入
札は母船の表のダンブルから行われる。その順位をA，B，　Cダンブルとすると，　Aダンブルについて落札
したタレを引とったものは，次のB，Cダンブルについての入札権は失われる。このように，全加工業者に
均等的中魚配分が行われる仕組が，ダンブル別入札である。
　したがって，かりにAダンブルの最後の落札者が入札量にみたない場合（例えば入札量が50杯とした場合，
高位落札者が順次入札量をひきとってAダンブルに30杯しか残量がないような場合）であっても，それは次
のB，Cダンブルについては入札権がない。
　この方法によると，高額入札者による大量買付を防止することecある。然しこの場合，かりに製品改良に
努力しても定量制のため50杯以上の周回は入手できないこととなる。煮干原魚価格は，委託の場合は製品価
格協定後／に決定される。また入札による買取りの場合は，製品価格決定以前に加工業者の採算で原魚価格が
決定されるという差異がある。然し現実ecは，漁連入札価格の推移や消費地価格ecよって，ほぼ製品価格は
予測されるから，委託にせよ入札にせよ，製品価格加工賃が原魚価格（入札の場合はセリ価格）となる1こと
に変りはない。
　つまり定量制の場合には，加工技術や加工管理に努力して良質の高価格製品を加工し，それによって原魚
入札の高額入札が可能となっても，確保できる原書は粗悪製品生産者と同量という矛盾がでてくる。また製
品価格は原魚骨をスライドさせるから，網元ecとっても高額入札者への販売が有利であることはいうまでも
ない。
　このような技術改良や品質改良，さらに原魚価格引上げを阻止し，粗悪加工業者を奨励する一面のある定
量制が44年に廃止されたのは当然であろう。いわば技術競争・を承認した形であり，煮干原魚市場における網
元，加工の共存体制の一角は失われたといってよい。然しなおダンブル別入札方式は残っており，一応加工
経営集中化のくさびにはなっている。
　なお現在は最低入札函数制は継承されている。これは野母も同様であるが，函数は，樺島では春のカエリ
は30函，盛漁期は40函が入札の下限である。勿論ダンブル内残量がこれに満たない場合はこの適用はない。
この制度は少量入札を避けるもので，ダンブル上部の上質タレを少量入手することを防ぐ意味もある。然し
主目的は，少量落札によって，母船が分散加工場に水揚する頻度が増加するのを防止することにあり，鮮度
落ち，船員作業の過重，出漁効率の向上などの二理由による。またこの樺島の入札は，桟橋がないため，入札
者は陸上でダンブル上部のタレについての見本取引となっている。
　以上の樺島のダンブル別入札法は，形式的な均等原魚確保方式から技術優先ec転換した事例であるが，こ
のことは従来の加工業者と巻網業者の力関係の転換をも示していることを注目したい。東部や深堀のようec
自家加工をもたない野母崎の場合は，加工資本優位の市場が展開されてきたことはいうまでもない。換言す
れば，原魚価格のぎ性によって粗悪製品加工業者が維持されてきたともいえる。ダンブル別方式が，網元に
必ずしも有利であるとはいえないが，加工業者との共存ec部分的に役だっていることはいえる。
　この樺島の入札方法にたいして，野母の場合は当初から母船別入札でまた定量制も存在しなかったのが大
きな差異である。ただ，44年以前においては，樺島の表ダンブルから入札する方式とは異なり，落札者はダ
ンブルの撰択は自由であり，いくつかのダンブルを上部の良質タレを集めて落札量をみたすという方式であ
った。次の落札者も同様の方法で綿織をひきとっていた。この方法によると，落札後の原魚引とりのために
長崎大学水産学部研究報告　第40号（1975） 幽105
ダンブルの上氷を除いてしまうので，下部のタレの鮮度落が早く，したがって，残量の処理の場合に網元に
不利となる。また，計量準備作業が全ダンブルについて行なわなければならないし，計量のための移動も煩
環である。
　このため，44年以降は落札全量を撰択した特定のダンブルからのみ引とる方式となった。樺島が母船の表
のダンブルから順次落札者が引とるのとは多少異なっている。Aダンブルで落札量に満たない場合のみ，　B
ダンブルから引とることecなる。また次位の落札者は，最高落札者の引とったダンブルに残量がある場合は，
それから引とらなければならない。そして樺島と異なり母船別入札であるから，三つのダンブルが終了する
まで落札順位にしたがって入札量を次々と引とり，樺島のように高位入札者が入札量をみたさないで終ると
いうことはない。
　したがうてこの方式は，技術格差による高額入札者を優先させる一般の入札方式と全く同一であり，加工
業者の共存という性格はみられない。この点に樺島と野母の経済体制への適応の差異が出ている。もっとも
自家加工能力の限界が過度の原魚集申化を阻止しているが，むしろその条件はサバ加工の規模によって格差
ができてくるといえる。なお野母の場合の最低入札函数は樺島より多く，普通の場合で70一　80函で加工能
力の大きさをしめしている。
　さらに野母，樺島ともに，ダンブルの上下部によるタレの質の差異が大きい場合には，野母は入札票の摘
要欄に例えば「1番のみ」と記入し，嘩島はダンブル毎ecOでかこんで，一番札の場合のみ落札と表示する
ことにしている。すなわち次位の落札による引とりを拒否する制度である。
　以上やや詳細ec野母崎のタレ入札方法をのべたが，要は可及的全加工業者に原野量を確保し，かつ魚体の
質的差異を平等とし，網元と加工業者の共存関係を維持していく一つの入札方式の例である。この関係は
「ッナガリ」的入札価格にもあらわれており，地元船の入札値にたいし，　外船のそれはほぼ10％差の低価
格である。このような相互依存関係は，ヨイの物の割当制と結合して大量水揚のタレ生産と製品市場との不
可分離性という，商品の特性から生れたものであり，網元加工地帯にはみられない複雑な入札方式の典型で
ある。然し，このような入札方式においても，樺島の定量制の廃止や，野母のように加工市場における企業
競争が漸次強化されていることは否めない。
　たしかに，最近のタレの漸減傾向は，梅雨期前後の盛漁期を除けば　著である。この傾向が網元主導によ
る原魚市場展開を促進していることは認められるが，コスト上昇による経営打開の場合に，煮＝F生産という
加工過程との一体的漁業が加工業者にその上昇分を転稼できないのはいうまでもない。といっても，製品価
格eeコスト上昇分が吸収できない消費市場のなかでは，どのような合理化対象があるのであろうか。のちに
ふれる新三重と同じく巻網専業経営の一つの重要な課題である。
　最後に注意しておきたいのは，野母崎における委託加工の性格である。一般に委託加工は委託形式をとる
買付加工である。製品価格から逆算して原魚代を協定するのがそのねらいであって，加工業者はつねに加工
賃名目の加工利益を確保し，製品価格変動の不安定性は原魚代に吸収される仕組みである。かっ，一般に加
工益が歩留り基準以上のいわゆる　tt出目”　によって，加工賃以上に上昇するのは周知のとおりである。
このような性格をもつ委託加工方式は，加工業者の安定的利潤を保障し，巻網経営の不安定要素となること
はいうまでもない。しかも製品市場は，網元ではなく加工業者であるから，一般ecは製品価格決定からは網
元は疎外されていることになる。とすれば，製品価格の下落や停滞はかかって経営合理化にまつ以外にはな
い。
　この煮干市場における従来からの一般的な委託加工方式を克服する生産者側の努力が，周知のとおり漁連
ecよる煮干共販であり，野母崎は全製革がこの市場に出荷されている。したがって，一般的な買付加工市場
としての製品市場は，野母崎には存在しない。これはのちにのべる長崎東部漁協の場合にみられる例である。
したがって，野母崎の場合の委託加工方式は，買付資本市場ではなく，むしろその実態が「ヨイの物」の入
札以後の夜中物の割当制ということからも理解されるように，網元主導の原魚市場である。結局，煮干原魚
市場の近代化は，煮干市場のそれと一体化している点を改めて指摘しておきたい。
　　（3）長崎東部漁協の加工原魚買付市場
　長崎東部漁協は，野母崎、新三重，深堀と並んで有力な西彼杵煮干生産地である。中型4統，小型1統の
計5統の巻網船団の水揚は，県資料によると，39年の2千トンから47年は3．　9千トンに約倍増している。
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そして網元加工のほかは，ほとんど地元および湾口部専業加工業者ecよる委託加工形式をとっていた。勿論，
委託加工形式は原魚価格決定方法で，買付加工であることはいうまでもない。この方式では，最近では過去
1ケ月の実績を平均して，加工，網元のとり分（形式的には委託加工料）を決定していたが，製品価格の不
明確さや粗悪品が原魚代にしわよせされるという網元側にとって不利な点力1あり，47年11月から野母崎と同
一の入札による加工買取を試みた。
　この東部漁協による上場取引は，地元巻網のみであるが，セリ参加は地元加工に限定し所属組合員である
17人の加工業者のうち12～13人が参加レた。この実績としては，48年春の網元加工の場合の原句価格1函
1，200円に対し，1，700円の高値で入札されている。セリ時間は，大体5時一8時で，セリ方法は樺島式の
船倉別セリである。また野母崎と同じく，落札量の限度はない。これは水揚量に比して加工業者が少ないこ
とや，それ以上に現在のところ水揚量の10％が漁協市場に出荷されている程度であり，加工業者は大半を委
託方式や地元外船から入手しているからである。この漁協市場の開設は，糸魚価格の上昇ec大きな影響を与
えたことはいうまでもないが，なお試行的段階にあるといえる。また地元巻網船は盛漁期には野母崎に直送
するが，新三重の例と同じく，バラケ（早朝水揚分）の場合最低100一　200円の安値となっている。
　地元加工業者17人の原料買付は，上記のように地元船の90％を買入れるほかに，4工場が深堀，　懸船か
ら買付けているが新三重巻網物は少ない。
　ところで，この東部漁協の上場開設は，地元船水揚に安住し近代的原魚市場展開に立ちおくれていた網元，
乗組員に大きな刺戟となった・例えば・深堀吟の水揚による↑穂や原魚岬格9）1尊墨・今後の買付商人市場
の性格をも変えようとしている。現在煮干商品は2g％が漁速写販1このっているのみで，1他は漁連指定商社で
ある5社の買付に委ねられている。その理由は，野母崎でものべたように，加工業者の加工益は加工賃とし
て製品価格から安定的に差引かれ，価格変動は原魚価格にしわよせされているからである。加工業者は加工
益収入が安定しているから，加工技術，管理の拙劣さecよる畏品安にはほとんど関心がない。むしろ漁連共
販は価格が明示され，税法その他原料価格協定についての　t“妙味”がないというのが実態である。
　この商社による浜買付のため，1％の漁協手数料収入は共販分のみで，他は網元の月4万（中型），加工
業者の月額4，800円の賦課金に漁協運営が委ねられている現状である。
　上場取引は3％の漁協手数料で行われたが，その伸長如何は今後の漁協の地元主義を打破した積極性にか
かっている。48年の上場開設は，地元加工業者に限定して参加資格を認めたが，その方式は野母崎のように
煮干製品の漁連共販や直販による高価格保障がなければそれほどの発展性はない。何故なら。員外船の水揚
増加は，地元加工能力を上廻る供給増となるであろうし，また談合取引も容易である。
　現在東部漁協は，長崎港々湾計画による補償借置として，埋立地に1，300坪の土地を確保している。のち
に新三重漁協でものべるように，盛漁期における煮干加工能力の不足がタレ顧格の暴落を招いている。この
打開策は，サバ加工などの周年加工を目標とした煮干共同加工施設の強化以外にはない。問題はその敷地で
あるが，新長崎漁港においても二期計画以前にはおそらく不可能であるし，また野母崎町，深堀にも土地は
ない。したがって，漁場立地的にも最も有利な東部漁協が，地元加工をふくめた餌料買付を参加させ，長崎
港一帯の煮干加工能力の不足を補う共同加工場を整備した流通加工センターを形成することは，最も現実的
な沿岸巻網対策と考えられる。地元漁協がこの広域的視野に立つことだけが，商社による浜買付から脱皮し，
煮干原魚市場を合理化する途であるともいえる。
　　（4）新三重漁協巻網の煮干原魚市場
　新三重漁協には4統の中小型巻網があり，その生産性は大きく，総水揚量としては他地区をしのいでいる。
ただ煮干原料市場としては，タレ盛漁期以外は，五島沖アジ，サバを中心とするため，アジ，サバ水揚も20
％をしめている。然し梅雨前後の盛漁期，冬期を中心にした水揚は，圧倒的ecタレであるから，その魚価対
策の必要性は他地区に劣らない。
　現在この4統の巻網の水揚するタレの仕向先は，47年度で野母崎22％，地元27％，湾口部を中心とした長
崎地区51％となっており，圧倒的に地元外水揚（直送）が多い。とくに6－7月の地元水揚は，26％余ecす
ぎない。これを価格面からみれば，魚体差もあるが，例えば野母崎における「ワナガリ」的価格操作によっ
て，地元船とは平均10％の価格差がある。
地元外水揚で圧倒的なのは，湾口部専業加工企業への椙対売りと魚市上場である。然し魚市上場後さらに加
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工業者ec引とられるまでの魚体指傷から，魚市直送は価格面でも不利であり，夏期以後の脂肪分の多い煮干
不適品はともかく，盛漁期の魚市水揚問題は当面解決を迫られている課題である。
　この三重巻網船の原魚市場における劣勢は，地元加工能力の過少にある。現在三重地区の加工能力は，漁
協直営加工場をふくめて3工場で計約1日700函の処理能力しかない。巻網統数と対比して，野母崎4，000
函，毛手首深堀地区3，000函の能力と比較すると，三重船の価格暴落め直接要因が理解できる。
　地元水揚は上記の3工場に椙対取引されるが，地元加工サイドで考えると，他地区で敬遠されるヨイの物
夜中物が集中することになり，作業労務者の確保に困難を来している。
　このような新三重巻網の悪循還は，：地元加工能力の増大によって解決できるのであろうが，周年稼働の可能
性がない限り加工能力拡大は至難とみられている。このようにみてくると西彼杵海区における煮干原魚市場
の実態は，必然的に加工品目の拡大による周年稼働化と広域的共同加工化が考慮されなければならないであ
ろう。
　　（5）大規模加工企業の原料市場
　現在長崎市湾口部などを中心に，従前からの加工企業ec加えて新規の大規模企業が現らわれている。これ
らは，いずれも原料仕入市場が広域で，本格的な原料立地型または臨海埋立地を利用した開発型企業である。
　まず原料立地型企業として新星鹿のA煮干加工場をあげておこう。この企業は個人企業であるが，山口県
油谷から45年に鹿町に進出してタレ製造を開始した。ついで46年末新北松炭鉱跡地600坪に進出した。乾燥
機は鹿町6基，新星鹿8基である。新星鹿工場の加工能力は，処理原料が1日1，500－1，600函（18：K：入），
製品で煮干1日800－1，000ケース（8K入）にのぼっている。
　原料は，新星鹿巻網3統，福島2統高串1統小佐々1統の計7統で，伊万里湾産タレに依存した原料
立地型である。このA水産の進出によって，47年に1函250－300円（18K入）の原料価格が，48年には
600－1，200円ec上昇した。なお製品販売は，直接東京，阪神，姫路の卸売機関に11トントラックで出荷し
ている。
　次にこれも最近出現した土井首B商店の原料市場を紹介しておこう。
　この企業は47年に年菜を開始した。敷：地3，000坪，建坪206坪，乾燥機2台，従業員7人で流れ作業工場
である。能力は1日当り原野が夏期500函（15K入），冬期1，000函，平均700函，約6ケ月で3万函，製
品で60トンの実績をもっている。現在製品はサバ燃製品，サバ節が主で，煮干を加えて3種である。
　加工章魚は80％がサバで長崎，唐津，福岡市場からの買付が大半である。入札権をもつ長崎魚市から76
％，唐津島内商店から10％を買付けている。他は地元の煮干用タレ（10％），五島西沖サバ，岩手宮古サバ
である。なお販売市場は大阪魚市出荷の80％が主で削節原料である。
　このようec　B商店の原料市場は大型巻網の冷凍サバが中心で，製品の関係から三陸サバecまで拡張し，極
力原料コスト引下げ（平均15：K：700円）に努力しているのが最大の特徴である。
　5．大村湾におけるカツオ活餌市場
　周知のようec大村湾内外を中心として，戦前から地曳，船曳，縫切網によるタレ水揚が盛んであった。現
在縫切貼は巻網化し，佐世保東ノ浦，下尾，南部長浦の9統が大村湾内（大崎鼻一高岳以南）のいわゆる公
海操業が認められている。湾内地曳隠縫切網との調整は，タレ資源をめぐって大村湾の重要な漁業問題で
ある。この経済的な背景の一つが大村湾産タレのカツオ活餌としての商品価値にある。
　遠洋カツオ漁業用活餌は，相浦の巻網をふくめて巻網水揚タレも使用されるが，活餌としての歩留りから
いって地曳網タレが中心である。現在大村湾でカツオ活餌仕向のタレ生産地は，瀬川，針尾　西彼各漁協の
地曳網と巻網物である。例えば県資料によると活魚として販売されたタレは，47年に瀬川430トン，針尾9ア
トン・西彼（…）・相浦341トンである。相浦と針尾の一部が巻網物であるが他は地曳物である。
　勿論大村湾内外のタレは，最近は加工向よりも養殖餌料向が多くなっているが，価格でも養殖向よりは高
値で，針尾では114円であり，今後の施策が検討される必要がある。というのはのちにふれるようec，現在
は買付と生産者との直接取引であり，完全な売手市場でありながら漁協間の連けいもなく大いに改善の余地
があるからである。
　まず，カツオ活餌タレの取引状況を典型的な瀬川漁協についてのべることにしよう。瀬川漁協は，47年水
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揚525トン6，644万円のうち，地曳網430トン（3，550万円），エビ漕36トンと，地曳網を軸ecエビ漕を兼
営する地曳網地帯である。漁協内6部落のうち，地曳網は畑下，小郡部落が計7統操業しており，268人の
組合員のうち両部落で164人をしめ漁協の中心部落である。その他の4部落は一本釣地帯で，高地部落は地
曳網従事者を出している。いわば農村地帯の兼業としての地曳小型底曳地帯といえる。地曳網水揚は5％
のアジ仔のほかはカタクチである。漁期は11月一3月。
　ところで，瀬川をはじめとする地曳網物タレがカツオ活餌として商品価値があるのは，もっぱら遠洋操業
期間中の歩留りの高さにある。周知のように餌料向であれ，蓮苗用，食料用であれ，活魚市場の最大の流
通コストは輸送費以上eeその歩留り．率にかかっている。購入価格や輸送費が活魚を前提として計算されてい
るから，その艶死が大きく採算を左右するのはいうまでもない。養殖種苗稚魚タイが特殊な吾智網操法や地
曳網物に集中する理由も歩留りにあることは周知のとおりである。
　大村湾の地曳網タレが，その漁法から魚体のすい弱がなく遠洋航海にたえるのはいうまでもないが，瀬川，
針尾ではヨ，地形が大型生策設置に好適であること（輸送コストと歩留り）と，湾内の高温状態という生育環
境が南方操業中の歩留りを上昇させているという条件がある。
　瀬川漁協における活タレの取引は，カッカ釣業者との間に介在する中間買付業者との買付取引から，漸次
漁協を経由する直接取引に進展している。経過的には，37年当時までは，加工向が大半であったが，活餌買
付業者との取引が始まり，44年から7統のうちの3統が漁協経由のカツオ釣業者との直接取引に移行，47年
から全統が直接取引となった。この間44年から46年置で県漁連が介入し駐在斡旋を行うという経過がある。
　まず，44年までの買付市場の状況をみてみよう。当時の買付業者は，他漁協をもふくめて天草御所ノ浦の
中間買付が中心の10人で，うち1人は鹿児島業者であった。当時の保管生　は，ケンチー（20K入）30杯分
量のものであるが，最盛期には瀬川港内に300本の生貧が設置された。この中間買付業者の生篭から，三重，
静岡カツオ釣船が寄港して買付し南方漁場に出漁した。買付の建値期間は月1回（ヤミ計算）で価格は平均
化されており，決済はカツオ船への売却後であったから早くて半月払いである。歩留りは，現在もあまり変
らないが95％で，港内巻網物の30－50％と比較するとその格差がうかがわれる。買付業者の販売価格は，
二三代1，飼料1，利益1の割合で，原魚代の3倍値が相場であったといわれている。
　このようec，大村湾カツオ活餌市場の流通構造が一般鮮魚貝市場と異なる大きな特徴は，貝付商人を媒介
とはしたが，消費者であるカツオ釣船と買付商人との取引が生産者の日前で行われ，かつその取引条件の最
大の要因である保管生篭が生産者の漁業権漁場内であることである。勿論，天草商人が養殖タイ稚魚買付な
どと同じくカツオ活餌も活魚船で天草の地元生餐に大量集荷したり，大分，鹿児島のカツオ基地に輸送する
例は多い。然しこの瀬川のように，生産設置漁場がある場合は，生産地に生賓を設置しカツオ釣船ec直売す
る場合が多い。大村湾は後者の例が多い。例えば港外タレを生産する東ノ浦，相浦の巻網物や面高の縫切物
は，瀬川漁協漁場の巣喰ノ浦に保管生干を設置している。
　このカツオ活餌タレの生産地ecおける買付商人の直売方法は，かりec生産者が保管，売買を行うとしても
容易であることをしめしている。一般に活魚商人の技術的優位性は，市場情報と同時に輸送技術にあるから
である。瀬川漁民が次第ecカツオ釣漁船との交流もでき，活餌取引の実態を眼前にみて直接取引に乗り出す
のは当然であり，その条件は商品，保管場所のすべてが生産者の管理下にあったことにある’。それでも直接
取引開始には5年を費している。また針尾その他の巻網物が依然として買付商人市場に委ねていることとの
差異は，一般漁協における活餌タレの比重が低く（例えば針尾は一本釣，ハマチ養殖，相浦は養殖餌料が中
心である），頼川は地曳網依存度が圧倒的に高いからである。
　44年置らのカツオ釣船との直接取引は，7統の地曳網のうち3統が参加し．，漁協は代金決済事務を行った。
47年からは，7統全町がこの方式に参加しているが，なお買付商人が盛漁期に集荷し，また瀬川地先生産に
他漁協からの集荷物を保管している。当然塊死したタレを海中に投棄するから腐敗による被害も出ているが，
現在この生産設置の迷惑料として2－10万円を漁協に納入している。
　ところで，現在のカツオ釣漁船との取引方法であるが，日吉連が設定した静岡県鰹餌料：K（47年設立48年
から集荷）派遣の駐在員（二番）を相手に行なわれている。餌番はカツオ船乗組の活餌経験者をあてており，
長崎県内では頼川，小浜（富津に生餐設置）に駐在しているが，このほか西日本では天草横浦（御所ノ浦），
大分別府湾内，鹿児島長島，四国宇和島，山口県外海地帯に駐在集荷している。また関東では伊豆宇佐見，
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網代が主である。御所ノ浦などは浜買付業者をあてているようである。
　取引内容は，1年契約，15日値建，20日決済で，現在地元に300万に近い融資を行っている。瀬川の場合
は，盛漁時の10－11月に駐在し，集荷状況によって本社に連絡，カツオ漁船に指示して頼川から積こみ出
漁する。一般的には，他地域と同じく静岡鰹餌料Kの活魚船日光丸（250トン型12トン積）が月2回程度：巡
回集荷し，静岡田子港の生蟹に収容する方法をとっている。したがって西日本各地を周年買付しているので
あるが，取扱量の50％は南方漁場向の長崎産タレである。
　以上瀬川漁協におけるカツオ活餌タレ市場の経過をのべたが，現在の取引形態は，商人資本による買付市
場は消減し，漁協が代金決済値決めに介入する特約的形態である。商人資本を相手とせず直接消費者との
取引であるから特約市場ではない。実態からいうと，一般の漁協出荷とはその成立条件，流通形態，出荷圏
の点から全く異なっているが，商人市場との関連では漁協による共i司販売という生産者市場の性格をもって
いる。今後，生産の管理，餌料管理　市場情報，関係漁協による完全な売手市場の確立など漁協の果す役割
は大きい。とくOC巻網との漁業調整の合理的運用による資源培養が軸である。
　この瀬川漁協の直販体制にたいして，他の漁協は従来の買付商人市場を継続している。例えば針尾漁協は
代表的な都市近郊型市場をもつものの一つであるが，カツオ活餌取引は天草御所ノ浦の竹下水産，小島水産，
の買付または特約取引である。取扱量も44年の336トンから47年64トンと大巾に減少している。いずれも駐
在買付で，名倉，平針尾小鯛，スキの浦の地元生簑iに巻網，地曳物を巣円し，瀬川と1司一の取引条件であ
る。出荷先は47年小島水産は鹿児島30％，焼津70％，竹下水産は天卓，大分向で80％をしめている。
　また相浦漁協も針尾漁協と同じく都市近郊型であるが，巻網物（1統）のうち47年で350トンをカツオ活
餌として買付商人に販売している。買付商人は針尾と同じく天草の竹下，小島二丁と鹿児島出水の岩下水産
である。西彼漁協地曳物もほぼ同一取引形態である。
　以上大村湾内外の巻網，地曳網物のカツオ活餌タレ市場についてのべたが，地曳物がとくに願川漁協では
売手市場化しているのにたいして，他の漁協ではいわば放置されている。現在カツオ餌料の個渇から全国的
な入手難の状況があり，とくに地曳網物の資源維持と生産力増大は重視してよい方向である。とくに巻網と
異なり，地曳網は漁場条件が一般的でないから，特産化方向の施策が望まれる。大村湾水質保全対策ととも
に，資源保持対策としての湾内巻網の規制，地曳網操業の合理化が検討されるべきである。
　その一つとして，40年から大村湾餌料組合が結成され，46年の思置連共販の中止以後漁連に代るブロック
的磯能として期待されたが現在消減状態にある。当組合が，当初懇親的な協議会として新しい餌料買付商人
対策の場となったことは推測に難くないが，商人資本の対抗的連合としては，より強力な「連合共販」にま
で高められなければならない。おそらく形骸化した事情は，漁業調整上の内部対立であろうが，流通対策と
して別箇の視点からの漁協ブロックの生野が期待される。
（付記）　本論文は48年半調査にもとずいて49年に執筆したものである。使用する県資料は39，44，49
　　　年に実施した長崎県水産部の「沿岸鮮魚貝流通調査」によって作成したものである。
